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～“はたらく” 組織をえがおに～
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今月の無料相談会

「“見える化”コンサルティング」のご案内
弊社提供のサービスのご案内です。

「見える化コンサルティング」により、表面化しづらい人事労務の問題点
を、数値化・グラフ化することで“見える化“し、問題解決の足掛かりにし
ませんか？弊社では５つの見える化サービスをご用意しております。

お問合せ先： info@egaoworklabo.or.jp （えがお事務局）

～発行元～ 一般社団法人えがお・ワークラボ

代表理事 上田 恭子
（特定社会保険労務士、組織力診断士）

＜スタッフ：社労士4名、行政書士１名、職員11名＞

開
催 日時・場所 備考

京
都

日時： 10/6（木） 13:00 - 17:00
場所： 京都リサーチパーク

4号館3階 BIZ NEXT

※京都会場 次回11月の開催予定は
11/10（木）13:00-17:00 です。

※ご予約不要です。お気軽にお越し
下さい。 （BIZ NEXT受付へ）

大
阪

日時： 10/7（金） 13：00 - 15：00
場所：グランフロント大阪

北館7階「ナレッジサロン」
プロジェクトルーム E

※大阪会場 次回11月の開催予定は
11/11（金）13:00-15:00 です。

※ご予約不要です。お気軽にお越し
下さい。 （ナレッジサロン受付へ）

東
京

日時：10/20（木）10:00 - 17:00
場所：ビジネスエアポート東京

※要予約になります。事前に下記
問合先までご連絡下さい。

お
問
合
先

info@egaoworklabo.or.jp （えがお事務局）
※京都・大阪会場はご予約不要ですが、ご予約頂いた方優先になりますので

ご了承ください

【本店】 〒600-8815 京都市下京区中堂寺粟田町93 KRP4号館3階

TEL：（075）352-2848 FAX：（075）320-3689

【支店】 東京オフィス、新大阪オフィス、松山オフィス

【ＨＰ】 https://egaoworklabo.or.jp/

【お問合先】 info@egaoworklabo.or.jp （えがお事務局）
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今後の人件費の予想

自社の基本給の特徴

評価の偏り

シニア社員の活用・活躍度

☆ただいま無料体験実施中☆ お気軽にご連絡ください

※ACS個性診断

「令和4年版 労働経済分析」（労働経済白書）の内容公表

9月22日、かねてより導入に向けた検討会が進められてきた賃金の
デジタル払いについてのパブリックコメントが開始された。改正法の
施行は令和5年4月を予定されている。

デジタル払いを導入する企業は、従来の銀行口座振込との選択制
であること、重要事項の説明および同意を取ることなどが求められる。

労働経済白書は、厚生労働省が一般経済や雇用、労働時間などの現状や課題について、統計データを活用
して分析する報告書で、今回で72回目の公表となります。今回その概要をまとめました。

●協会けんぽ 高額療養費等の現金給付 支払い遅れ
協会けんぽは、新型コロナ感染拡大により傷病手当金の請求件数

が増加していることを受け、療養費（立替払）・療養費（治療用装具）・
高額療養費は、通常より1か月程度の時間が支払いまで必要になる
ことを発表している。

●フリーランス保護新法（仮呼称）制定へ
新しい働き方として脚光を浴びつつあるフリーランスだが、一方で

法整備が追い付いていないという側面もあり、昨年実施されたフリー
ランス実態調査では、取引先と何らかのトラブルがあったとの回答が
４割を超えた。このような背景をふまえ、政府はフリーランスの取引
適正化のための法整備を進めている。

事業者がフリーランスに業務委託をする場合の遵守事項を定めると
いう方向性の中で、以下のような内容がまとめられている。※一部抜粋

〇業務委託の開始・終了に関する義務
契約開始時の書面交付、中途解約・不更新の際の事前予告

〇事業募集に関する義務
募集内容の的確表示

〇就業環境の整備に関する義務
ハラスメント対策、出産・育児・介護との両立の配慮 等

現在の労働市場における課題
生産人口年齢は減少していく見通しである一方、介護・福祉分野やIT分野など、労働力需要の高まりが見込まれる

分野があり、労働力の需給調整が今後重要となる。
介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数の推計（厚生労働省より） IT人材需給の推計（みずほ情報総研株式会社「IT人材需給調査」より）あ

今後の展望
需給調整を実現する手段として、主体的な転職やキャリアチェンジの促進について述べられている。キャリアコンサ
ルティングを受けたものは広い分野でキャリアを形成する傾向があり、企業側が自己啓発支援を行う重要性を訴えて
いる。また、公共職業訓練を通じて介護・福祉分野、IT分野への関心を高める効果も示唆している。

●賃金のデジタル支払いパブリックコメント開始へ

●【年末調整】国税庁で扶養控除等申告書が公開へ
国税庁ホームページで「令和５年分給与所得者の扶養控除等（異動）

申告書」を始めとした年末調整の申告書類が公開された。

申告書類DLページ

⇒https://www.nta.go.jp/users/gensen/nencho/shinkokusyo/index.htm


